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令和７年４月１日制定 

新潟市工業振興条例施行規則の規定に基づく助成金の対象経費等を定める要綱 

 

 （定義） 

第１条 この要綱で規定する用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

 （１）中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中

小企業者及び中小企業者を構成員とする団体で法人格を有するものをいう。ただ

し、共同事業の場合、共同事業者に中小企業者以外の法人があるときは、中小企

業者以外の法人とする。 

 （２）市外工業者 本店の登記上の所在地が新潟市外（以下、「市外」という。）であ

る工業者で新潟市内（以下、「市内」という。）に工場を有しないものをいう。

ただし、共同事業の場合、全ての者において本店の登記上の所在地が市外であり、

かつ、市内に工場を有しないときは市外工業者とみなす。 

 （３）市内工業者 市内に工場を有する工業者をいう。ただし、共同事業者の場合、全

ての者において前号の規定に該当しないときは市内工業者とみなす。 

 （４）投下固定資産 工場の建設に伴い当該工場の操業開始後９０日を経過するまでの

間に新たに取得した所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１項第１８号

に規定する固定資産のうち有形固定資産をいう。 

 （５）新規常用雇用者 工場の建設に伴い当該工場の操業開始後９０日を経過するまで

の間に新たに常用雇用した市内に住所を有する従業員で雇用保険の一般被保険者

であるものをいう。ただし、市内の別工場や事務所から指定工場へ異動した者の

不足分について、共同事業者が新規常用雇用者を雇い入れた場合の給与も含む。 

 （６）建設 新設、増設又は移設をいう。 

 （７）新設 市内に新たに土地を取得（賃貸借を含む。第９号において同じ。）し、建

築若しくは売買により当該土地に工場を取得すること又は市内に新たに土地及び

建物を賃貸借し、工場を設置すること。 

 （８）増設 既存の工場の同一敷地内において当該工場を拡張すること。 

 （９）移設 既存の工場の全部を廃止し、市内に新たに土地を取得し、建築若しくは売

買により当該土地に当該工場と同一の用に供する工場を取得すること又は既存の

工場の全部を廃止し、市内に新たに土地及び建物を賃貸借し、当該工場と同一の

用に供する工場を設置すること。 

 （助成金の交付の指定の基準等） 

第２条 新潟市工業振興条例施行規則（昭和５９年新潟市規則第４４号。以下「規則」と

いう。）第２条に基づき定める助成金の助成対象経費、指定又は交付要件並びに額及び
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限度額は、別表第１に定めるとおりとする。 

２ 共同事業の場合、新潟市工業振興条例（昭和５９年新潟市条例第４１号。以下「条

例」という。）第３条第１項第１号の助成金は、別表第２に定める者に対して交付する。

ただし、別表第１に掲げる助成対象経費の負担額について同額の者が２以上ある場合は、

共同事業者が指定した者に交付することとする。 

 （提出書類） 

第３条 規則第３条及び第７条に定める市長が必要と認める書類は、別表第３に定めると

おりとする。 

２ 規則第３条及び第７条ただし書に定める共同事業者が連名で市長へ提出する場合、別

表第３に規定する書類のうち、次に掲げるものは当該共同事業者全ての者が提出しなけ

ればならない。 

（１）法人の登記事項証明書（商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第１０条に規

定するものをいう。以下同じ。）又は住民票の写し（住民基本台帳法（昭和４２

年法律第８１号）第１２条に規定するものをいう。以下同じ。） 

 （２）最新の決算書（写し） 

 （３）市税の納税証明書 

（４）同族会社等の判定に関する明細書（法人税法施行規則（昭和４０年大蔵省令第１

２号）第３４条第２項に規定するものをいう。以下同じ。）（写し） 

３ 市長は、指定申請対象事業又は助成金交付対象事業の内容により必要がないと認める

場合にあっては前２項に定める書類の全部又は一部を省略させ、必要があると認める場

合にあっては前２項に定める書類以外の書類の提出を求めることができる。 

４ 市長は、助成金交付の効果測定のために、助成金の交付の指定を受けた者に対し、助

成金を交付した年度の決算書の提出を求めることができる。 

 （規則別表第１備考２に定める指定地区） 

第４条 規則別表第１備考２に定める指定地区は、次のとおりとする。 

指定地区名 区域 

濁川地区 

両川南地区 

両川東地区 

下早通地区 

新潟東スマートＩＣ地区 

白根北部地区 

小新流通東地区 

新潟市北区濁川字大島の一部 

新潟市江南区割野字要作の一部 

新潟市江南区割野字岡崎の一部 

新潟市江南区亀田早通字東郷の一部 

新潟市江南区西野の一部 

新潟市南区北田中字宮下の一部 

新潟市西区小新字大通の一部、同区北場字下田割の一部 
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的場流通南地区 新潟市西区北場字立野の一部、同区亀貝字寅明の一部、同

区小新字的場の一部 

 （その他） 

第５条 助成金の指定等に関し、この要綱に定めがないものについて市長が必要と認めた

ときは、その都度必要な事項を決定することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、規則の規定を適用するために決定した事項は、この要綱の

施行の日以後もなお効力を有する。 

（指定地区に工場を建設する場合の特例） 

３ 工場を新設する市外工業者が令和２年度から令和６年度までの間において条例第５条

第１項の指定を受けた場合における当該市外工業者に対する別表第１の規定の適用につ

いて、第４条で定める指定地区に工場を新設する場合は、別表第１用地取得助成金の項

中「２０パーセント以内」とあるのは「３０パーセント以内」と、「１億円」とあるの

は「５億円」とする。 

４ 工場を建設する市内工業者が令和３年度から令和６年度までの間において条例第５条

第１項の指定を受けた場合における当該市内工業者に対する別表第１の規定の適用（第

４条で定める指定地区に工場を建設する場合に限る。）については、別表第１用地取得

助成金の項中「２０パーセント以内」とあるのは「３０パーセント以内」と、「１億

円」とあるのは「３億円」とする。 

（用地取得助成金の交付要件の特例） 

５ 平成２９年度から令和元年度までの間において条例第５条第１項の指定を受けた工業

者で条例第６条第１号の規定による変更の届出（この項の規定の適用に係る変更の届

出に限る。）を行つたものに対する別表第１の規定の適用については、同表用地取得

助成金の項中「３年以内」とあるのは「５年以内」とする。 

６ 令和２年度から令和６年度までの間において条例第５条第１項の指定を受けた工業者

に対する別表第１の規定の適用については、同表用地取得助成金の項中「３年以内」と

あるのは「５年以内」とする。 

 （工場建設促進助成金の交付要件の特例） 

７ 令和３年度から令和６年度までの間において条例第５条第１項の指定を受けた工業者

に対する別表第１の規定の適用（第４条で定める指定地区に工場を建設する場合に限

る。）については、別表第１工場建設促進助成金の項中「３年間」とあるのは「５年
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間」とする。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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別表第１（第２条関係） 

区分 助成対象経費 指定又は交付要件 額及び限度額 

用地取得助

成金 

特定地域に自らの業の

用に供する工場を建設

するための用地（環境

整備促進助成金の対象

となる施設のための用

地を除く。以下用地取

得助成金の項において

同じ。）の取得費（造

成費を含む。） 

ただし、非製造業の用

に直接供する部分は助

成対象外とする 

（１）用地取得面積が１,５０

０平方メートル以上であり、

かつ、工場建築面積が用地取

得面積の２０パーセント以上

であること。 

（２）用地取得後３年以内に操

業開始すること。 

（３）操業開始後、１０年間継

続して事業を営み、その間他

に転売しないこと。 

（４）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

助成対象経費の２０

パーセント以内の額

とし、１億円を限度

とする。 

用地等賃借

助成金 

市内における自らの業

の用に供する工場及び

その用地又はそのいず

れかの賃借に要する経

費 

ただし、非製造業の用

に直接供する部分は助

成対象外とする 

（１）用地の賃借を伴う場合に

あっては用地の面積が１,０

００平方メートル以上であ

り、かつ、工場の建築面積が

用地の面積の２０パーセント

以上であること、用地の賃借

を伴わない場合にあっては賃

借する工場の床面積が１,０

００平方メートル以上である

こと。 

（２）土地又は建物の賃貸借契

約日のうち、いずれか早い日

から３年以内に操業を開始す

ること。 

（３）操業開始後、１０年間継

続して事業を営むこと。ただ

（１）工場及びその

用地又はそのいず

れかの賃借に要す

る経費（敷金、礼

金及び共益費を除

く。）の１０パー

セント以内の額と

し、３,０００万

円を限度とする。 

（２）操業開始後１

年を経過した日の

属する年度から３

年間交付する。 
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し、操業開始後、市内で事業

拡大を目的とした移設をする

場合は、この限りではない。 

（４）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

環境整備促

進助成金 

市内における工場の建

設に伴う次の施設の整

備に要する経費のう

ち、市長が必要と認め

る経費 

（１）道路 

（２）排水施設 

（３）公園 

（４）消防施設 

（５）その他公益的施

設で市長が定める施

設 

都市計画法（昭和４３年法律第

１００号）第２９条に規定する

開発行為の許可を必要とするも

のであること。 

助成対象経費の５０

パーセント以内の額

とし、５,０００万

円を限度とする。 

工場建設促

進助成金 

市内における工場の建

設に要する経費 

ただし、非製造業の用

に直接供する部分は助

成対象外とする 

（１）中小企業者 

投下固定資産の取得価額が

５,０００万円以上であるこ

と。 

（２）中小企業者以外の者 

ア 投下固定資産の取得価額

が２億円以上であること。 

イ 新規常用雇用者（市外に

住所を有する従業員を含

む。）の数が３０人以上（

工場立地法（昭和３４年法

律第２４号）第３条第１項

により経済産業大臣が作成

助成対象工場の操業

開始後における各年

度の投下固定資産に

賦課される固定資産

税相当額以内の額と

し、当該投下固定資

産に対して新たに固

定資産税が賦課され

ることとなった年度

の翌年度から３年間

交付する。 
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した工場立地調査簿に登載

された工場適地について

は、１０人以上）であるこ

と。 

（３）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

（１）新潟市市税条例（昭和３

７年新潟市条例第２号）第１

４６条の２第１項に規定する

事業に対して課される事業所

税の資産割額を納付している

こと。 

（２）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

助成対象工場の建設

に対して課される事

業所税の資産割額相

当額以内の額とし、

新たに当該事業所税

の資産割額が課され

ることとなった年度

から３年間交付す

る。 

工場集団化

等促進助成

金 

独立行政法人中小企業

基盤整備機構法施行令

（平成１６年政令第１

８２号）第３条第１項

第４号に掲げる事業を

行うのに必要な経費で

工場及び共同施設の建

設に要する経費 

ただし、非製造業の用

に直接供する部分は助

成対象外とする 

（１）中小企業者であること。 

（２）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

助成対象工場の操業

開始後における各年

度の投下固定資産に

賦課される固定資産

税相当額以内の額と

し、当該投下固定資

産に対して新たに固

定資産税が賦課され

ることとなった年度

の翌年度から３年間

交付する。 

雇用促進助

成金 

市内における工場の建

設に伴う雇用拡大に要

（１）中小企業者 

ア 投下固定資産の取得価額

新規常用雇用者１人

につき２５万円と
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する経費 が５,０００万円以上であ

ること。 

イ 新規常用雇用者の数が１

０人以上であること。 

ウ 雇用の日から１年以上継

続して雇用すること。 

（２）中小企業者以外の者 

ア 投下固定資産の取得価額

が２億円以上であること。 

イ 新規常用雇用者の数が３

０人以上であること。 

ウ 雇用の日から１年以上継

続して雇用すること。 

（３）建物が製造業の用と非製

造業の用で混在する場合、製

造業の用に直接供する部分が

建物の延べ床面積の３分の２

以上であること。 

し、２,５００万円

を限度とする。 

備考 

１ 表中の「特定地域」とは、市内における都市計画法第８条第１項に規定する準工

業地域、工業地域及び工業専用地域並びに次の表に掲げる工業地域その他市長が特

に必要と認める地域をいう。 

工業地域名 区域 

新潟食品工業団地 新潟市江南区江口の一部 

豊栄中部工業団地 新潟市北区木崎字尾山前の一部 

木津工業団地 新潟市江南区木津工業団地の一部 

古川原工業団地 新潟市西蒲区和納字川原の一部 

升岡工業団地 新潟市西蒲区升岡新田字二番割の一部、同区大潟村古新田字石

塚の一部、同区大潟村古新田字中ノ島の一部、同区升潟字中ノ

島の一部 

居宿工業団地 新潟市南区居宿字新通の一部 

千日上工業団地 新潟市南区西白根字千日上の一部 

今井工業団地 新潟市西蒲区今井字沼下の一部、同区新飯田潟字下新田の一
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部、同区国見字大沼の一部、同区遠藤字場根の一部、同区横戸

字前田の一部 

井随工業団地 新潟市西蒲区井随字千日の一部 

大原流通団地 新潟市西蒲区大原字千日の一部、同区大原字上反甫の一部 

大別当工業団地 新潟市南区大別当字芝原の一部 

西萱場工業団地 新潟市南区西萱場字筒中際の一部、同区西萱場字入用の一部 

上曲通工業団地 新潟市南区上曲通字居裏の一部、同区上曲通字鍬先の一部、同

区西萱場字筒中際の一部、同区西萱場字入用の一部 

下曲通工業団地 新潟市南区下曲通字中江下の一部 

小吉工業団地 新潟市西蒲区小吉の一部、同区上小吉の一部 

打越第１工業団地 新潟市西蒲区打越字宮上の一部、同区打越字孤島の一部 

打越第２工業団地 新潟市西蒲区打越字焼野の一部 

打越西部工業団地 新潟市西蒲区打越字沼の一部 

島工業団地 新潟市西蒲区赤鏥字島の一部、同区安尻字本途大川端の一部 

２ 表中の「事業拡大」とは、既存の工場の敷地面積を超える規模の面積の用地を取

得し、工場を設置することをいう。 

３ 表中の「用地取得助成金」又は「用地等賃借助成金」の交付の指定を受けた用地

において、同一の事業内容の場合、用地取得助成金又は用地等賃借助成金の交付の

指定を受けることはできないものとする。 

４ 表中の助成金の額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。 

別表第２（第２条関係） 

区分 助成金交付対象者 

用地取得助成金 
共同事業者のうち、別表第１に規定する用地取得助成金

の助成対象経費を最も多く負担した者 

用地等賃借助成金 
共同事業者のうち、別表第１に規定する用地等賃借助成

金の助成対象経費を最も多く負担した者 

環境整備促進助成金 
共同事業者のうち、別表第１に規定する環境整備促進助

成金の助成対象経費を最も多く負担した者。 

建設促進助成金 

共同事業者のうち、工場の建設に要する投下固定資産に

賦課される固定資産税相当額を最も多く負担した者。 

共同事業者のうち、工場の建設に要するもので、新潟市

市税条例（昭和３７年新潟市条例第２号）第１４６条の

２第１項に規定する事業に対して課される事業所税の資
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産割額を最も多く負担した者。 

工場集団化等促進助成金 

共同事業者のうち、独立行政法人中小企業基盤整備機構

法施行令（平成１６年政令第１８２号）第３条第１項第

４号に掲げる事業を行うため、工場及び共同施設の建設

に要する投下固定資産に賦課される固定資産税相当額を

最も多く負担した者。 

雇用促進助成金 
共同事業者のうち、指定工場における新規常用雇用者の

給与を最も多く負担した者。 

別表第３（第３条関係） 

区分 指定申請の提出書類 交付申請の提出書類 

用地取得

助成金 

（１）事業計画書 

（２）土地売買契約書の案（写し） 

（３）工場配置図及び設計図 

（４）法人の登記事項証明書又は住民票

の写し 

（５）最新の決算書（写し） 

（６）土地の登記事項証明書 

（７）市税の納税証明書 

（８）同族会社等の判定に関する明細書

（写し） 

（１）土地売買契約書（写し） 

（２）土地の登記事項証明書 

（３）工事設計書及び明細書 

（４）工事費の領収書（写し） 

（５）工事又は物件の引渡しの完了を

明らかにする書類 

（６）最新の決算書（写し） 

（７）市税の納税証明書 

（８）同族会社等の判定に関する明細

書（写し） 

用地等賃

借助成金 

（１）事業計画書 

（２）賃貸借契約書の案（写し） 

（３）工場配置図 

（４）法人の登記事項証明書又は住民票

の写し 

（５）最新の決算書（写し） 

（６）市税の納税証明書 

（７）同族会社等の判定に関する明細書

（写し） 

（１）賃貸借契約書（写し） 

（２）土地及び工場の賃借料の領収書

（写し） 

（３）最新の決算書（写し） 

（４）市税の納税証明書 

（５）同族会社等の判定に関する明細

書（写し） 

環境整備

促進助成

金 

（１）事業計画書 

（２）工場配置図及び設計図 

（３）工事請負契約書の案（写し） 

（４）法人の登記事項証明書又は住民票

（１）工事設計書及び明細書 

（２）工事費の領収書（写し） 

（３）工事又は物件の引渡しの完了を

明らかにする書類 
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の写し 

（５）公共施設の管理者の同意及び協議

の内容を示す書類 

（６）最新の決算書（写し） 

（７）市税の納税証明書 

（８）同族会社等の判定に関する明細書

（写し） 

（４）最新の決算書（写し） 

（５）市税の納税証明書 

（６）同族会社等の判定に関する明細

書（写し） 

工場建設

促進助成

金 

（１）投下固定

資産の取得価

額を指定又は

交付要件とす

る場合 

 

（１）事業計画書 

（２）建築確認通知書

（写し）及び設計図

書 

（３）取得予定の固定

資産の明細書及び取

得予定価額を明らか

にする書類 

（４）法人の登記事項

証明書又は住民票の

写し 

（５）最新の決算書（

写し） 

（６）市税の納税証明

書 

（７）同族会社等の判

定に関する明細書（

写し） 

（１）投下固定

資産の取得価

額を指定又は

交付要件とす

る場合 

（１）取得固定資産

の明細書及び取得

価額を明らかにす

る書類 

（２）固定資産課税

台帳（写し） 

（３）新規常用雇用

者（市外に住所を

有する従業員を含

む。）の住民票の

写し、給与台帳及

び事業所別雇用保

険被保険者台帳（

中小企業者を除

く。） 

（４）最新の決算書

（写し） 

（５）市税の納税証

明書 

（６）同族会社等の

判定に関する明細

書（写し） 

（２）事業所税

の納付を指定

又は交付要件

とする場合 

（２）事業所税

の納付を指定

又は交付要件

とする場合 

（１）事業所税申告

書（写し） 

（２）最新の決算書

（写し） 
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（３）市税の納税証

明書 

（４）同族会社等の

判定に関する明細

書（写し） 

工場集団

化等促進

助成金 

（１）事業計画書 

（２）建築確認通知書（写し）及び設計

図書 

（３）取得予定の固定資産の明細書及び

取得予定価額を明らかにする書類 

（４）法人の登記事項証明書又は住民票

の写し 

（５）最新の決算書（写し） 

（６）市税の納税証明書 

（７）同族会社等の判定に関する明細書

（写し） 

（１）取得固定資産の明細書及び取得

価額を明らかにする書類 

（２）固定資産課税台帳（写し） 

（３）最新の決算書（写し） 

（４）市税の納税証明書 

（５）同族会社等の判定に関する明細

書（写し） 

雇用促進

助成金 

（１）事業計画書 

（２）建築確認通知書（写し）及び設計

図書 

（３）取得予定の固定資産の明細書及び

取得予定価額を明らかにする書類 

（４）法人の登記事項証明書又は住民票

の写し 

（５）最新の決算書（写し） 

（６）市税の納税証明書 

（７）同族会社等の判定に関する明細書

（写し） 

（１）取得固定資産の明細書及び取得

価額を明らかにする書類 

（２）新規常用雇用者の住民票の写

し、給与台帳及び事業所別雇用保険

被保険者台帳 

（３）最新の決算書（写し） 

（４）市税の納税証明書 

（５）同族会社等の判定に関する明細

書（写し） 

 


